別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：主要農作物対策費
	事業名:麦・大豆等の地産地消推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　農政部　農産園芸課　水田農業係　電話番号：058-272-1111（内2862）

　　　　　　　E-mail：c11423@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,412千円（前年度予算額：2,412千円）
	要求内容


	１　要求の内容


○米・麦・大豆等生産販売推進事業費

土地利用型作物の総合的な振興方策について検討し、食料自給率の向上を図る。

(１)需要に即した米の生産
本県２大銘柄「ハツシモ」「コシヒカリ」を中心に高い評価を受けるぎふ米の安

定生産を図る。

(２)需要に即した麦の品質向上及び生産拡大対策

奨励品種決定調査や品質向上技術の普及拡大に伴う品質分析及び加工適性評価を
行う。また、岐阜県麦民間流通地方連絡協議会へ参画し、生産者と実需者連携を支
援するとともに、麦作振興にニーズを反映させる。
(３)大豆の生産安定対策及び需要拡大対策
安定生産技術の普及拡大により、大豆生産の安定性を向上させる。
県産大豆を使用した大豆加工評価、品質分析の実施。大豆生産販売協働推進会議
等を開催し、実需者への情報提供を図る。
○新産地活性化戦略作物生産拡大支援事業
　麦・大豆の作付面積拡大に資する新技術の実証・展示、導入効果の検討を行うとともに、地域への導入・普及を推進する。

　ア　実証技術等

　　　麦：病害に抵抗性を有し単収向上が期待できる新品種の実証

　　　大豆：作期拡大と省力安定生産につながる新技術の実証

　イ　事業内容

　　　・実証・展示ほ場の設置

　　　・調査の実施

　　　・導入効果の分析評価

　　　・検討会の開催
	２　所要経費


○米・麦・大豆等生産販売推進事業費
（1） 需要に即した米の生産　　　　　　　　　　　　　  660千円
（2） 需要に即した麦の品質向上及び生産拡大対策　　　1,533千円
（3） 大豆の生産安定対策及び需要拡大対策　　　　　　  219千円
○新産地活性化戦略作物生産拡大支援事業

事業費：　2,000千円
  　（内国庫　　2,000千円）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,412
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,412

	要求額
	4,412
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,412

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
○米・麦・大豆等生産販売推進事業費
　需要に応じた米の生産対策を推進し、高い評価を受ける米の安定生産を目指します。

　需要に応じた麦・大豆の安定生産対策を推進し、平成27年度までに県内の生産量を増やします。
○新産地活性化戦略作物生産拡大支援事業

　麦・大豆の作付面積拡大に資する新技術の導入・普及を推進し、平成27年度までに県内の生産量を増やします。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ハツシモの1等米比率

	33.4%
（H18～H22の5中3平均値）
	
	
	46.0%
（H23）
（速報値）
	55%
（H27）
	83.6％


	コシヒカリの1等米比率


	70.7%
（H18～H22の5中3平均値）
	
	
	63.4%
（H23）

（速報値）
	75%

（H27）
	84.5％


	麦の生産量

	8,760t
（H21）
	6,680t
（H22）
	7,500t
（H23）
	9,390t
（H24）
（概数）
	12,300t
（H27）
	76.3％


	大豆の生産量

	2,370t
（H21）
	4,920t
（H22）
	（H  ）
	3,860t
（H23）
	5,800t
（H27）
	66.6％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
○米・麦・大豆等生産販売推進事業費
（1） 需要に即した米の生産
・生産性向上・品質向上のための実証ほの設置　10カ所

　・実証結果の地域への導入検討会議の開催（予定）

（２）需要に即した麦の品質向上及び生産拡大対策

・地域別品種別品質分析、タンパク質含量向上のための技術指導を実施。

・小麦縞萎縮病の発生状況調査を実施。
・実需者を交えた岐阜県麦民間流通地方連絡協議会に参画。
　　　第１回　平成24年8月30日(木)　　第2回　平成24年12月末（予定）

（３）大豆の生産安定対策及び需要拡大対策
・安定生産技術指導を実施。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
○米・麦・大豆等生産販売推進事業費
　米について、H23年度実証から、一部試験において課題解決の足がかりが得られたため、経年観察により効果の検証を行っている。
　麦については地域別の品質について技術指導に反映され、平成24年産の生産量は増加した。また、小麦縞萎縮病の発生状況についてデータの蓄積が得られたので、今後の対策技術の検討に生かしながら、さらに詳細な状況把握の取り組みを継続していく。
　大豆については安定生産技術の普及拡大と技術指導により生産量が拡大した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	○米・麦・大豆等生産販売推進事業費
 [米]
消費量減少、地球温暖化による品質低下など米を取り巻く状況は変化しており、水田農業の経営安定と生産力を確保するためには需要に即した米の生産を進める必要がある。
[麦大豆]

　米の消費量が減少する中で、岐阜県の水田の有効利用を図るために麦大豆は重要な作物であり、生産量を拡大することで食料自給率を高める必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	○米・麦・大豆等生産販売推進事業費

 [米]
　一部試験では効果が実証されており、現地において技術が採用される見込みである。
[麦大豆]

　麦、大豆ともに平成21年産より生産量が増加している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	○米・麦・大豆等生産販売推進事業費

 [米]
　実証技術を現地に効率的に波及するため、本県の２大銘柄「ハツシモ」「コシヒカリ」を対象品種として取り組んでいる。

[麦大豆]

　大豆について国の試験研究機関における分析を活用し、無予算での分析を行うことで経費を削減してきている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
○米・麦・大豆等生産販売推進事業費
 [米]
　気象条件の影響などもあり、年次変動を把握する必要がある。
[麦]

　収量・品質の年次変動・地域間差の縮小、小麦縞萎縮病の継続的な調査による発生状況の把握が課題。
[大豆]
　さらなる生産安定が課題。

○新産地活性化戦略作物生産拡大支援事業

　麦の病害に対する抵抗性を有する品種の実証を行うことが必要。

　大豆の作期拡大や低コスト安定生産に資する技術の実証・検討を行うことが必要。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
○米・麦・大豆等生産販売推進事業費
 [米]

　高品質な米に対するニーズがあり、引き続き高い評価をうける米の安定生産に取り組む必要がある。　
[麦]
　収量・品質の年次変動・地域間差縮小のための継続的な支援、縞萎縮病発生状況のさらなる状況把握を行う。
[大豆]
　生産安定のための技術的支援を継続する。
○新産地活性化戦略作物生産拡大支援事業

　県と関係機関の連携のもと、麦・大豆の作付面積拡大に資する新技術を実証・展示し、地域への普及定着を図るとともに、その成果を他地域へ波及し、岐阜県における麦・大豆の生産拡大を図る。


